
 

平成 28年度社会復帰促進等事業における新規事業 

 

１ 過労死等援護事業実施経費  

 

２ 職業病予防対策の推進 
（東電福島第一原発の被ばく線量低減対策の強化） 

 

３ 外国人技能実習機構に対する交付金  

 

４ 労働条件・安全衛生確保関係相談業務の外部委託化経費  

 

資料５ 





その他特記事項

平成28年度重点
施策との関係

過労死等防止対策推進法第11条において国は民間団体の活動に対する支援を行うことが
規定され、また、同法に基づく過労死等の防止のための対策に関する大綱においても、国
が取り組む重点対策の中で、過労死等の防止のための活動を行う民間団体の活動を支援
する旨を記載している。例えば、過労死等の防止のための活動を行う全国過労死を考える
家族の会においては、遺児が過労死家族として世間から見られる中、「パパがいないのは
自分だけではない」として親子遺児交流会を実施している。このような過労死等の防止のた
めの活動を行う民間団体の支援を行うため、被災労働者の遺族の援護の観点から、過労
死として認定された労働者の遺児等を対象とした交流会を外部委託により実施する。

－

平成26年に成立・施行された過労死等防止対策推進法において、国は過労死等の防止の
ための対策を効果的に推進する責務を有するとされており、同法第11条に基づき、民間の
団体が行う過労死等の防止に関する活動を支援するために必要な施策を講ずる必要があ
る。

過労死等の防止について国民の認識が高まることにより、過労死等がなく、仕事と生活を調
和させ、健康で充実して働き続けることのできる社会の実現が期待される。

本事業は、過労死として認定された労働者の遺児等を対象とした交流会を開催することに
より、被災労働者及びその遺族の援護に資するものであることから、労働者災害補償保険
法第29条第１項第２号に適う事業であり、社会復帰促進等事業として実施する必要がある。

３　公正、適正で納得して働くことのできる環境整備
　（２）働き方改革の実現
　　・過労死等防止対策の推進

事業の必要性

期待される施策
効果

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

ＮＯ．１

実施主体

事業概要

１４，５５０（千円）

労働基準局総務課過労死等防止対策推進室

民間業者等

担当係

被災労働者等援護事業　（根拠法令　労働者災害補償保険法第29条第１項第２号）

平成28年度
概算要求額

過労死等援護事業実施経費事業名

事業の別
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その他特記事項

平成28年度重点
施策との関係

東電福島第一原発廃炉等作業における被ばく線量低減に関する専門家チームを組織し、
効果的な被ばく低減対策の検討、施工計画に対する助言等を行う。さらに、施工計画作成
者等に対して、必要な教育を実施する。

-

　東電福島第一原発においては、汚染水処理、凍土壁設置工事等のため、今後、高線量・
高汚染の場所での作業が増加する見込みであり、効果的な被ばく低減対策が求められて
いる。
　一方、このような業務の多くは、被ばく低減措置の経験やノウハウが必ずしも十分でない
建設業者などが請け負っており、また、被ばく限度に達することにより作業指揮者クラスの
入れ替わりも激しいため、ノウハウが蓄積されにくい状況となっている。
　このため、施工計画作成者、作業指揮者等に対して必要な教育を実施するとともに、被ば
く低減に係る専門家チームを組織し、効果的な被ばく低減対策の検討等を行うとともに、施
工計画に対して必要な助言を行う必要がある。

東電福島第一原発廃炉等作業における効果的な被ばく低減対策の検討、施工計画に対す
る助言、施工計画作成者や作業指揮者等に対する必要な教育の実施等を行うことで、被ば
く低減対策が強化され、労働者の放射線障害防止が図られる。

東電福島第一原発廃炉等作業における被ばく低減対策の強化を行うことで、労働者の被ば
く線量が低減し、放射線障害防止が図られることから、労働者災害補償保険法第29条第１
項第３号事業に該当する。

７　震災復興のための労働対策
（２）震災復旧・復興関係業務における安全衛生等の確保

事業の必要性

期待される施策
効果

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

ＮＯ．２

実施主体

事業概要

25,586（千円）

労働基準局安全衛生部労働衛生課電離放射線労働者健康対策室

受託者、厚生労働省

担当係

安全衛生確保等事業（根拠法令　労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

平成28年度
概算要求額

職業病予防対策の推進
（東電福島第一原発廃炉等作業における被ばく低減対策
の強化）

事業名

事業の別
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担当係 職業能力開発局海外協力課企画調整係

ＮＯ．３

事業名
外国人技能実習制度の適正かつ円滑な推進に関する経
費

平成28年度
概算要求額

265,498（千円）

事業の別 安全衛生確保等事業（根拠法令　労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

実施主体 認可法人　外国人技能実習機構

事業概要

　外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案（以下「技能実
習法案」という。）（※）が成立した場合には、本法案に基づき創設される外国人技能実習機
構において、以下の業務を行う。
・外国人技能実習機構の職員（安全衛生専門役（仮称）等）による実地検査を行うとともに、
専門的指導が必要な事業場に対しては、さらに専門家（安全衛生・メンタルヘルスアドバイ
ザー）を帯同し助言指導を行う。
・実習実施者等への助言指導に併せて、専門家が技能実習生に面談を行い、安全衛生・メ
ンタルヘルスの状況の把握・カウンセリング等を行う。
・母国語に翻訳した各種教材（動画形式教材、技能講習・特別教育用教材）を作成し、雇入
れ時教育等の活用を推進する。
・職種別の労働災害防止対策を取りまとめた安全衛生マニュアル等の安全衛生テキストを
作成する。
・実習実施者の担当者等を参集した安全衛生セミナーを実施する。

※　平成27年３月６日国会提出。施行期日：平成28年３月31日までの間において政令で定
める日

期待される施策
効果

　技能実習生受入れ事業場に対し安全衛生対策の助言等を行うことにより、技能実習生の
労働災害防止に資することが期待される。

その他特記事項 －

事業の必要性

　技能実習生については、母国との生活習慣や就業環境の相違に起因する安全衛生面で
の問題のほか、言語の相違等による意思疎通の不備からくるストレスによる精神衛生上の
問題等、日本人労働者とは異なる特殊な事情を有しているため、技能実習生に特有の状況
を踏まえた対策が必要である。
　技能実習生に業務災害や通勤災害が生じた場合には、受入れ企業、技能実習生にとって
大きな問題であり、開発途上国等の送出国との友好関係にも悪影響を与えかねない。
　このため、技能実習法案が成立した場合には、同法案の確実な施行のため、技能実習生
の労働災害防止等の安全衛生確保を強化していく必要がある。

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性

　本事業では、事業場の安全衛生管理体制の整備等についての助言指導、母国語に翻訳
した各種教材による技能実習生への安全衛生教育等を実施することとしており、「労働者の
安全及び衛生の確保」に資するため、３号事業として実施していく必要がある。

平成28年度重点
施策との関係

４　外国人材の活用促進・国際協力
（２）技能実習制度の適正かつ円滑な推進
　・技能実習法案が成立した場合には、法律の確実な施行を図る。
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ＮＯ．４

実施主体

事業概要

３５７，４９８（千円）

労働基準局総務課総務係

民間業者

担当係

安全衛生確保等事業　（根拠法令　労働者災害補償保険法第29条第１項第３号）

平成28年度
概算要求額

労働条件・労働安全衛生関係相談業務の外部委託化経
費

事業名

事業の別

その他特記事項

平成28年度重点
施策との関係

コールセンターを１か所設置し、特に労働条件・労働安全衛生に係る電話相談の多い東京
労働局、愛知労働局及び大阪労働局の全ての労働基準監督署へ入電した電話について、
コールセンターで次の内容を一元的に対応する。
①労働基準監督署に関する一般的な問い合わせ、②法令・制度に係る一般的な問い合わ
せ、③労働基準監督署に対する苦情や意見、④個別事案等について該当労働基準監督署
への取り次ぎ。

-

『「日本再興戦略」改訂2014』において働き過ぎ防止に全力で取り組むため、監督指導体制
の充実強化を行い、法違反の疑いのある企業に対して、労働基準監督署における監督指
導を徹底するなど、取組の具体化を進めることとされ、さらに『「日本再興戦略」改訂2015』に
おいては月100時間を超える時間外労働を把握したすべての事業場等に対する監督指導を
徹底することとされている。また「過労死等防止対策推進法」が施行され、長時間労働の抑
制及び過重労働による健康障害防止対策の強化が喫緊の課題である。労働災害防止・メン
タルヘルス対策の取組強化も急務であり、このような課題に取り組むため、労働基準監督
官をはじめとした労働基準監督署の職員は事業場に赴き必要な指導を行うことが必要不可
欠であり、職員が電話対応に追われている状況では、事業場に対する指導に費やせる時間
が限られることから、労働基準監督署の体制強化を図るために必要な事業である。

コールセンターにおいて電話対応を行うことにより、労働基準監督署の職員による事業場に
対する指導等に費やす時間を確保し、労働基準関係法令の履行確保と労働安全衛生水準
の向上に資することが期待される。

本事業は、事業場に対する指導等の体制を強化し、労働安全衛生水準の向上を図るため
の事業であり、労働者災害補償保険法第29条第１項第３号に規定する社会復帰促進等事
業で行う必要がある。

-

事業の必要性

期待される施策
効果

社会復帰促進等
事業で実施する
必要性
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労働条件・労働安全衛生 
コールセンター 

労働条件・労働安全衛生関係相談の外部委託 

東京・愛知・大阪 

解決できな
い場合 

監督署           

東京局・愛知局・大阪局の 
労働基準監督署 

 

 ・署方面・監督課（ダイヤルイン） 
 ・署安全衛生課（ダイヤルイン） 

労働条件・安全衛生関係の相談等 
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